
令和５年度 事業報告 

 

 

本市シルバー人材センター会員数は、令和３年度の６１９人以降減少が

続き、令和５年度は５３２人という結果になった。 また、会員の平均年

齢は７５．７歳に達し、退会する会員の平均年齢７５．６歳を上回る状況

となっている。 

 この会員数の減少については、本市シルバー会員で最も多い、いわゆる

団塊の世代の会員の退会者が増加していること、また高年齢者雇用安定法

の改正により６５歳までの雇用確保義務に加え、７０歳までの就業機会の

確保が努力義務として企業に課せられていることから入会者が減少してい

ることの２点が主な原因と考えられる。 

 事業実績については、会員減少による影響のため、契約金額は前年より

約１，３００万円減の２３，３７１万円であったが、会員の就業率は前年

の９０．２％から９１．０％と若干の上昇が見られ、就業会員の月平均配

分金・賃金額は最低賃金引上げの影響もあり、前年の３２，４９３円から

３３，９９９円に上昇している。 

 安全就業対策については、前年度に引き続き、就業場所での安全確認だ

けではなく、過去に事故のあった会員の通勤経路での状況を確認し、類似

した通勤経路の他会員への注意喚起、安全意識の啓発を図ったが、事故件

数は前年度より７件増加の２２件となった。その大半は傷害事故で１２件

であった。 

 

以下、事業内容についてご報告いたします。 

 

 

令和５年度事業計画の各項目の報告 

 

（１）新規会員の入会促進 

  各イベント参加時にチラシ配布や、シルバー活動の宣伝を行った。 

入会説明会開催の回数を従前の月１回から毎週開催し、また事務局へ 

直接入会方法を尋ねに来た者に対して、可能であればその場で説明会を 

実施した。また、説明会と同時に就業先紹介を行った。 

説明会参加人数は前年度９７人から９人減の８８人。 

 



◎ 各イベント参加時に、パンフレット等配布、新規会員勧誘やＰＲ活 

動を行った。 

 

◎ 会員の口コミによる入会促進。 

 

◎ 入会説明会開催回数増加と参加者の都合に合わせた開催により、入 

会機会の拡大に努めた。 

 

 

（２）安全就業と適正就業の徹底及び推進 

  ケガや事故なく、就業するということは、全てに優先されるべきこと 

である。会員の就業先の安全性を確認する安全パトロールを実施し、就 

業現場及び通勤経路について、安全性の確認を行った。また、仕事の依 

頼時に、安全性確認を厳重に行った。 

  適正就業に関しては、受注案件は全て、自分が仕事の依頼者・経営者 

側、また利用者として意識しながら就業するように説明し、問題のあっ 

た件については、相手側と会員へ確認の上、再発防止に努めた。 

 

◎ 令和５年度の事故発生件数は２２件、前年度より７件増加、会員の 

ケガ・傷害事故が大半を占めている。 

今後も注意喚起を行う。 

 

◎ 事務局として、仕事の依頼があった場合に就業会員に危険がない 

 よう仕事の受注の際、確認・精査した。 

 

◎ 事務局では、自動車を５台以上使用している事業所の責任者として、 

道路交通法で定められている奈良県安全運転管理者講習を受講し、 

仕事をする上での運転者適正把握や安全運転指導など、必要な知識 

の習得に努めた。 

 

 

（３）地域社会への貢献と普及啓発活動の推進 

例年実施しているボランティア清掃活動等は現在行っておりませんが 

が、市ホームページ等を利用して会員の就業状況を広報し、シルバー人 

材センターが地域社会に密着した組織であり、会員が地域住民に喜ばれ 

る活動をしていることの情報発信を行った。 



 

◎ 公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会が主催する「シ 

 ルボンヌ全国大会」に参加、また奈良県シルバー人材センター協議 

会主催の「ならシルボンヌのつどい」に参加し女性会員の拡大と活 

躍のための意見交換会を行った。 

 

 

（４）就業機会の確保と拡大 

例年の毎月個人就業懇談会を中止し、随時に会員からの就業相談を受 

け、就業の希望相談や新規就業先紹介等を実施。会員の年齢や技能等を 

踏まえた就業紹介を実施した。 

また、入会説明会と同時に就業説明を行い、会員確保と就業を結びつ 

けた。 

 

◎ 月８０時間の就業制限を推進するため、超過の可能性ある場合、 

  会員や仕事の依頼者へ説明と協力を得るよう注意しました。 

 

◎ 就業機会の確保・拡大を図るため、奈良県シルバー人材センター 

 協議会と連携し、派遣事業を積極的に活用しました。 

 

◎ 就業紹介一覧表をホームページに掲載し、会員の就業機会確保に 

活用した。 

 

 

（５）適正な事務・事業の執行 

センター事業の運営に当たっては法令遵守と業務の効率化を図り、公 

益法人として収支均衡と財政の健全化に努めました。 

 

◎ 事務局においては、適正な事業の運営を執行するにあたり、業 

 務に必要な各種研修会や講習会に参加し、知識の習得及び資質の 

向上に努めました。 

また、発注者側が希望する依頼案件を検討し、就業区分（請負・ 

   派遣）の振り分けや受注の可否を判断しました。 

 

◎ 業務上知り得た事業者情報及び個人情報等の守秘義務を、入会 

 説明会等で会員へ周知しました。 


